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２００７年１０月１７日

（社)電子情報技術産業協会
（社）日本電機工業会
情報通信ネットワーク産業協会
（社）ビジネス機械・情報システム産業協会

電機・電子温暖化対策連絡会

電機・電子業界における

地球温暖化対策の取組み

自主行動計画 進捗報告

資料２－１
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エネルギー効率の向上を追求する電機・電子産業

電力

ガス

石油系
燃料

製造事業所
（工場）

●エネルギー

計測管理
●省エネ施策

電力システム

●ＣＯ２排出の
少ない電力供給

産業・ビル
●省エネ

一般家庭
●省エネ

●原子力発電/複合発電
●再生可能エネルギー発電
（太陽光、風力 他）
●分散型電源（燃料電池、
電力貯蔵用電池）

●高効率・省エネ機器
●ESCO
●BEMS

高効率/分散型発電機器

高効率産業用機器
省エネOA機器

電子部品

●半導体素子
●液晶パネル
●電子部品

ITｻｰﾋﾞｽｿﾘｭｰｼｮﾝによる省エネ社会実現

“省エネ”社会
の実現

省エネ社会省エネ社会
の実現の実現

●高効率・省エネ機器
●省待機時電力機器
●ＨEMS

省エネ家電

ITｻｰﾋﾞｽｿﾘｭｰｼｮﾝによる省エネ社会実現

半導体、液晶等製造工程での温室効果ガス排出抑制、
家電リサイクルによる冷媒フロン回収等の取組み

電機･電子業界の取組み電機・電子産業

温暖化防止
自主行動計画
の推進
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１ 自主行動計画

報 告 事 項

製品やサービスによるＣＯ２削減

省エネ製品の普及促進

国民運動

２

３

４

国際連携５
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１ 自主行動計画
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１－１．自主行動計画の進捗状況

Σ 〔（重電製造エネルギー使用量）… （半導体製造エネルギー使用量）〕×（CO2排出係数）

Σ〔（重電名目生産高）…（半導体名目生産高）〕／（デフレータ）

実質生産高
CO2原単位

＝

■ 自主行動計画 ①2006年度実績 ②2010年度予測

① ４団体会員359社の2006年度実績： 90年度比で34.0％改善 (実質生産高CO2原単位）

② 2010年度予測： 90年度比で34％程度の改善 （実質生産高CO2原単位）

現行目標（90年度比で28％改善）を上回る達成

60.0

年 度 1990年度

名目生産高［兆円］ 34.3

デフレータ 1.00

実質生産高［兆円］ 34.3

ＣＯ２排出量
［万ｔ－ＣO2］ 1,112.0

実質生産高原単位
［t-ＣＯ２／百万円］ 0.324

電力ＣＯ２排出係数
［t-ＣＯ２／万ｋＷｈ］ 4.17

2000年度

41.1

0.686

1,381.9

0.230

3.76

2004年度 2005年度 2006年度 対90年度比 2010年度 対90年度比

38.9 40.1 42.0 122.2% 51 147%

0.516 0.498 0.486 ▲51.4% 0.502 ▲50%

75.4 80.6 86.4 251.5% 101 294%

1,731.8 1,807.2 1,846.0 166.0% 2,145 193%

0.230 0.224 0.214 ▲34.0% 0.213 ▲34%

4.18 4.22 4.10 ▲1.8% 3.34 ▲20%

デフレータ；「日銀国内企業物価指数」を使用

2010年度については、（社）日本経済研究センター中期予測値を基礎に推計したものを使用

＜注記＞
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各年度実績

（万t-CO2）

電子デバイス分野CO2排出量

組立製品分野CO２排出量

目標指標；実質生産高CO2原単位(90年度比)

電子デバイス分野
CO2排出量予測
1524万t-CO2
（排出量全体の約15%
程度を新設工場稼動分
が占める見込み）

１－２．製造時CO2排出量の実績と将来予測

実質生産高CO2
原単位予測 ▲34%

100%

▲34%

2010年度予測

CO2排出量予測
2145万t-CO2

▲34%

組立製品分野
CO2排出量予測
620万t-CO2
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１－３．電子デバイス工場の新設

■ 半導体・ディスプレイデバイス分野で、今後、大型工場の建設・稼動を計画

■ 新設工場では、既存工場よりも更に高い省エネ効率での稼動を計画
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新規工場

既存工場

▲
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●
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▲実質生産高● ＣＯ２排出量
●

排出量全体の
１５％程度を
占める

８１兆円

８６兆円

１０１兆円

１８０７
万t-CO2

各年度実績

新設工場によるCO2排出シェア推移

１８４６
万t-CO2

２１４５
万t-CO2

2010年度予測
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■世界各国のGDPあたりエネルギー起源によるCO2排出（2004年）

１－４．電子デバイス生産における省エネと最適地生産

100%

53%

85%

1998年 2002年 2006年

■液晶パネル製造・面積あたりのCO2排出量原単位の推移
（アモルファスTFT・新旧工場トータル）

100%

47%

2002年 2006年

■ＰＤＰパネル製造・台数あたりのCO2排出量原単位の
新旧工場比較

[出典](社)電子情報技術産業協会

電子デバイス分野は、国際的にアジア各国(韓国,中国,台湾etc)と
日本との間で激しい国際競争の渦中にある。経済や雇用への貢献
と同時に、エネルギー効率の高い日本で生産を進めることにより、
地球規模での温暖化防止にも貢献する。

1998年 2002年 2006年 2002年 2006年

100％ 85％

53％

100％

47％
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１－５．業態構造の変化【情報家電，電子デバイス分野の成長】

＜電機・電子産業の分野別実質生産高の伸長率推移（1990年度比）＞
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■ 経済産業省「新産業創造戦略」2005
●産業構造の中長期展望
－製造業は、先端産業（電気機器、輸送機械）や素材産業（化学製品）の成長により、
引き続き日本経済を支える
－グローバル競争の中で勝ち抜く製造業を一定規模確実に保持

●重点成長分野
－情報家電，電子デバイス分野⇒グローバルな川上・川中・川下産業の垂直連携強化

情報家電,電子デバイス分野への業態構造変化
経済・雇用等での貢献
グローバルCO2排出抑制の視点における適地生産
を視野に産業として成長
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１－６．省エネ投資と効果
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億円

新エネ・未利用エネルギー コ・ジェネレーション、蓄熱

高効率機器の導入 管理強化

生産のプロセス又は品質改善 制御方法改善

廃熱利用 損失防止（断熱・保温）

燃料転換 その他

2006年度・省エネ施策内訳
（合計79.3万t-CO2）■ 折線 省エネ投資額 →

← ■ 棒線 投資によるＣＯ２削減量

各年度実績

■ 直近3年間で、毎年度、約250～300億円を超える省エネ投資（t-CO2削減当り
業界平均で約5万円の投資）を実施
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１－７．自主行動計画目標の見直し

■ 新目標

2010年度までに1990年度比で実質生産高CO2原単位を35％改善

＊実質生産高CO2原単位＝[CO2排出量]／（[名目生産高]／[日銀国内企業物価指数]）

－目標値は、2008～2012年度（5年間）平均での達成を図る
－購入電力CO2排出原単位の改善を含む
－2008年から京都議定書第一約束期間内に入ることから、
自主行動計画における努力目標の最終的な上方修正とする

・目標値は、家電、重電から半導体・電子デバイス分野まで、排出量や原単位の重み
が異なる多様な事業分野における努力の加重平均で設定

・省エネ投資等業界努力の継続を確認し、会員企業の中期事業計画を踏まえ2008年
度以降の新設工場については既存工場の原単位を上回る効率であることの見通しを
得たこと、前提条件である購入電力CO2排出原単位の20％改善を考慮し、業界として
最大限の努力を目指すという観点から、目標値の最終的な精査を実施
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１－８．本社オフィスビルにおける率先行動

■ 大手企業８社による率先行動として、「省エネ対策項目
実施率」を指標とする自主行動目標を設定

指標；省エネ対策項目実施率＝Σ(省エネ対策実施項目数)
／Σ(省エネ取組推奨項目数)

－省エネ対策項目は、業務用ビルの運用管理における省エネチューニング（調整）
として（財）省エネルギーセンターが紹介している施策（約40項目）について、
対象事業所における各年度の実施状況をフォローアップ

目標；省エネ対策項目実施率(2006年度実績)を踏まえ、技術的且つ
経済的に可能な範囲で2008～2012年度の間に実施率を更に
約10ポイント引上げられるように努める

・業界大手8社（対象；自主管理可能な本社オフィスビル等）で行動目標設定と取組み
を進め、以降、参加企業を増やしつつ業界全体へ取組みを拡大
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１－９．付表 本社ビル等オフィスの省エネ対策項目

温度設定の変更
除湿・再熱運転停止
外気ダンパーの調整(絞る／開く)

冷房期の温水運転停止、暖房期の冷水運転停止
中間期から暖房期にかけて早めの冷房停止
冷暖自動切換えユニットは冷暖どちらかに設定、冷暖温度
設定の差を大きくする
外気エンタルピが室内条件を下回る場合に適用

Hfタイプ蛍光灯と併用でより効果的
空気比を1.2～1.3に調整
ビルの負荷特性に合わせ再調整
ビルの負荷特性に合わせた手動運転等
中間期に設定温度を上げる
中間期に設定温度を下げる
水量/温度差
ビルの負荷特性に合わせ再調整
中間期に冷却水量を絞る
空調機の送風量の削減
最低送風量の設定の変更
送風温度設定を下げる
消耗品交換時に採用できる
機器の運転開始時間を現状より遅くする

在室者が少ない場合に対応可能

設定温度を下げる

Hf照明器具
初期照度補正機能付照明器具
不必要と思われる高照度の室等の照明器具を調光又は消
高効率ＨＩＤランプ（ｾﾗﾐｯｸﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ）の採用
高輝度誘導灯への取替え
昼光や人感センサーによる調光又は点滅制御
電球形蛍光ランプに取替え
電力負荷により統廃合する

建物の正圧、負圧の管理

オフィスビル等の朝夕の入退出時以外に設定
夜間停止及び照明消灯

運
用
管
理

空調設備

換気設備

給水・給湯設備

電気設備

建物関係
その他

熱
源
機
器
の

効
率
運
転

熱源設備

ターボ、ガス吸収式、
DHC等

搬
送
動
力
の

節
約

ポンプ類

空調機
送風機

設備等

負
荷
の
低
減

空調負荷
（建物及び機器）

中間期の扉・窓開放(自然換気)
エレベーターの適正運転管理
自動販売機運転適正管理

一般電球の省エネ化
変圧器容量の見直し
ブラインド類の適切な運用
エアーバランスの適正化

照度の適正化
水銀ランプの高効率化
誘導灯の高輝度化
照明制御システムの導入

給湯温度の設定変更
節水器具の採用
高効率照明器具の使用
高機能形照明器具の使用

空気分布の適正化
可能な個所の換気中止
間欠運転
給湯時間・範囲の制限

立ち上がり時間の短縮
残業運転の短縮または取りやめ
在室者の状況に合わせて間欠運転または停止
ナイトパージ

冷却水量変更
送風量変更
VAV方式の場合の送風温度の変更

省エネベルトの採用

冷水／温水出口温度設定の変更
冷却水温制御の設定値変更
冷温水量の変更(可能な範囲での大温度差化)
台数制御の効率運転

冷房時除湿制御の取止め
在室者に合わせ外気量の削減
起動時の外気導入制御
ミキシングロスの防止

室内温度条件の緩和

項目 （説明/参考）

台数制御の最適運転
が手動によるこまめな調整

全熱交換器の運転停止(手動制御)
ポンプ、ファンのインバータ採用による流量調整
照明器具にインバータ安定器採用
燃焼機器の空気比調整
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２ 製品やサービスによるCO2削減
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【出典】M社「環境家計簿」 約５,０００世帯の集計結果から作成

■世帯人数別 CO2排出量（１ヶ月あたり）

１世帯の人数
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■家庭部門におけるCO2排出量、世帯数の推移

２－１．家庭部門のCO2排出量

■ 世帯数の増加（90年比約23％増）に比べ、
世帯あたりのエネルギー消費量は頭打ち傾向

■ 家族数が少ないほど、一人あたりのCO2排出量は増加

[出典]審議会資料「我が国の温室効果ガス排出量の要因分析」平成18年11月
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106

【出典】インベントリーデータ2005及び電機･電子温暖化対策連絡会推計
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家庭の電力使用
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電気機器の
エネルギー効率
が90年時点と同じ
レベルと仮定
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家庭の電力使用
によるCO2排出量

(2005年実績)

電気機器(省エネ)
によるCO2排出

削減ポテンシャル
(2005年実績)

原子力発電,新エネ
によるCO2削減効果

-48

原子力

２－２．家庭の電力使用CO2排出削減に関する製品等の貢献
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国内市場

グローバル市場

生産拠点のグローバル化

高付加価値生産の確保
（国内回帰）

－適切な排出量管理
－透明性のある対外的説明

革新技術開発／競争力確保

低炭素、省エネ、環境配慮製品の創出
・低炭素エネルギー（原子力、新エネ）
・燃料電池
・省エネ製品（家電、産業用機器・・・）
・電子デバイス（パワー素子・・・）

他

自主行動計画（CO2排出管理）

省エネ技術開発（CO2排出削減）

省エネ製品・サービス
の市場への提供

商品化
(顧客満足)

商品，技術の評価指標
○国内
○国際枠組

標準化戦略
(技術ﾃﾞﾌｧｸﾄ)

革新的技術開発
○省エネルギー技術戦略
○国家エネルギー戦略

産官学
連携

自主行動計画
○エネルギー起源CO2
－原単位管理
○HFC等3ガス

目標達成
説明責任

２－３．地球温暖化防止に対する電機・電子産業の取組み

■ 産業競争力の維持・向上を図ると同時に、事業活動に伴う環境負荷低減を推進し、
ライフサイクル全体での環境配慮製品を創出する。
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２－４．原子力発電の推進によるCO2削減

既設プラントの稼働率向上既設プラントの稼働率向上

○欧米並みの稼働率実現に向けた

規制・検査制度の高度化

○検査・保修技術の高度化

⇒ 稼働率１％向上で

CO２排出量が約０．３％削減
（（社）日本電機工業会による試算）

事業社名 発電所名 出力（万ｋＷ） 着工年月 運転開始年月 進捗状況

北海道電力 泊３号 91.2 2003年11月 2009年12月 建設中

浪江・小高 82.5 2012年度 2017年度

東通２号 138.5 2012年度以降 2017年度以降

福島第一７号 138.0 2008年4月 2012年10月

福島第一８号 138.0 2008年4月 2013年10月

東通１号 138.5 2008年度 2014年度

東通２号 138.5 2010年度以降 2016年度以降

島根３号 137.3 2005年12月 2011年12月 建設中

上関１号 137.3 2009年度 2014年度

上関２号 137.3 2012年度 2017年度

電源開発 大間原子力 138.3 2006年8月 2012年3月

敦賀３号 153.8 2007年5月 2014年3月

敦賀４号 153.8 2007年5月 2015年3月

合計 １３基　１．７２３万ｋＷ

東京電力

中国電力

東北電力

日本原子力発電

50

60

70

80

90

100

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04

年

設
備
利
用
率
（
％
） 日本

アメリカ

フランス

ドイツ

88 130 111 111529
5338

22

0

200

400

600

800

1000

原
子
力

石
炭
火
力

石
油
火
力

Ｌ
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Ｇ
火
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Ｌ
Ｎ
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火
力

（
複
合

）

太
陽
光

風
力

地
熱

中
小
水
力

1kWh当りの

ＣＯ２排出量
〔g-CO2/kWh (送電端)〕

設備・運用 発電燃料燃焼

【出典】原子力施設運転管理年報（平成１６年度、（独）原子力安全基盤機構）

【出典】電力中央研究所報告書 他

■ 各種電源別のＣＯ２排出量 ■ 我が国の新・増設計画１３基の計画的な実現が重要

８８７

７０４

４７８
４０７

９７５

７４２

６０８

５１９

発電種類
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２－５．太陽光発電によるCO2削減
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各年の設置量（MW）
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1200
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1600

1800
累積設置量（MW）

各年の設置量
（MW） 日本

各年の設置量
（MW） ドイツ

累積設置量
（MW） 日本

累積設置量
（MW） ドイツ

太陽電池の2006年までの国内累計設置量は1,708MW
⇒約50万ｔ‐CO2削減に貢献

■日本の太陽光発電は、約4000億円市場に成長、世界の約４０％分を日本が生産

【出典】太陽光発電協会及び（社）日本電機工業会
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期
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消

費

電

力

量

冷房時消費電力量 暖房時消費電力量

■家庭用エアコンの消費電力量推移（冷房／暖房） 冷房能力2.8kWクラスの例
ｋWh

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 年

１

L

当

り

の

消

費

電

力

量

1L当りの消費電力量kWh/年/L

1995年比
約50％省エネ

1995年比
約40％省エネ

■家庭用冷蔵庫の1Ｌ当りの消費電力量推移 １L当りの消費電力量推移は、４００Lクラス冷凍冷蔵庫の例

２－６．家電製品省エネによるCO2削減効果（事例１）

【出典】（社）日本冷凍空調工業会

【出典】（社）日本電機工業会
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1

■電球形蛍光灯による地球温暖化防止

白熱電球 ６０形

消費電力 ５４W
寿命 １,０００時間

電球形蛍光灯 ６０形

消費電力 １２W

寿命 ６,０００時間

●寿命まで使用した場合の
白熱電球との比較

約４,７００円お得

交換を促進

電球形蛍光ランプ

白熱電球

ランプ代（1,890円×１個）＋電気代（0.022円×12ワット×6,000時間）

1,890円 ＋ 1,584円 ＝ 3,473円

ランプ代（168円×6個）＋電気代（0.022円×54ワット×6,000時間）

1,008円 ＋ 7,128円 ＝ 8,136円

●年間の電気代節約量（一灯あたり）

＝ ８４kWh ⇒ 約１,８５０円節約⇒ 約２８kg-CO2/年削減可能

※ （５４Ｗ－１２Ｗ）×2,000時間／年＝８４kWh/年

年間点灯時間を2,000時間と想定）

電力の排出原単位は、2010年の値（0.340kg-CO2/kWh）を使用
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■液晶テレビ，プラズテレビの同一サイズによる
年間消費電力量の変化

【年間消費電力測定法案が作成された

２００４年モデルと２００６年モデルの比較】

３２Ｖ型液晶テレビ ４２Ｖ型プラズマテレビ

42万トン／年 （▲36.8%）

55万トン／年 （▲16.3%）

90万トン／年 （＋37.3%）

111万トン／年 （＋68.8%）

《Ⅰ》 すべて最高水準の省エネ性能テレビが選択された場合

《Ⅱ》 ★★★★★のテレビの場合

《Ⅳ》 ★のテレビの場合

《Ⅴ》 すべて最低水準のテレビの場合

66万トン／年

《Ⅲ》（ベースケース）
平均的なレベルのテレビが選択された場合CO2

▲70万t/年

■TVに関する省エネ製品への置き換えによるCO2削減状況

※ 2006年度版省エネ性能カタログ（2006年12月版）掲載モデルの平均

省エネに配慮した
買換え

省エネに配慮しない
買換え

0
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700

0 10 20 30 40 50 60

画面サイズ[インチ]
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間
消
費
電
力
量
[k
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h
/年
]

1997年度版『省エネ性能カタログ』掲載モデル

2006年度版『省エネ性能カタログ』掲載モデル

両年度における加重平均

1997年度加重平均
20インチ／145kWh/年

2006年度加重平均
28インチ／142kWh/年

２－７．家電製品省エネによるCO2削減効果 （事例２）

【出典】（社）日本電球工業会 【出典】(社)電子情報技術産業協会
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２－８．産業用機器によるCO2排出削減

★ 変圧器の年間総損失量比較

【出典】（社）日本電機工業会

■ トップランナー変圧器を導入することにより、
市場ストックの変圧器による総損失量を３０％以上低減することが可能
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1 0 5  
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１９９９年度に
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（２６５万台）
による
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左記の変圧器
（２６５万台）を
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トップランナー
変圧器に

更新した場合の
総損失量

－３６％
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家庭部門のエネルギー消費量の内訳

冷房 2%
暖房 29%

給湯 27%

厨房 6%

動力他 36%

２－９．エコキュート

■ 家庭用エネルギーの約30％が給湯用途

■ エネルギー消費量は、従来型ヒータ式電気温水器の約１/４～１/３

・COP＝４で、一次エネルギー換算で1.48倍の熱量が得られる 【4 (COP)×36.9% (発電効率）＝148%】

●2007年9月 １００万台達成！ 約６０万t-CO2/年の削減

【出典】（社）日本冷凍空調工業会及び（財）ヒートポンプ・蓄熱センター

エコキュート普及台数（累積台数実績と2010年度目標）
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２－１０．電子デバイス・電子部品の貢献（１）

【出典】(社)電子情報技術産業協会
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２－１１．電子デバイス・電子部品の貢献（２）

【出典】(社)電子情報技術産業協会


